様式第４-２号（第６条関係）
令和　　年　  月 　 日
（宛先）松山市商業振興対策事業委員長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松山市久米窪田町337－1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人えひめ産業振興財団　　　　印
　
経営相談を受けていることの証明書
申請者について，令和８年度松山市商店街空き店舗出店促進事業奨励金交付要綱第２条及び第３条に規定する下記要件を満たしていることを証明します。
記
1． 本財団において経営相談を受けているもの
【相談内容】例：事業計画書の作成など

【相談日】　令和　　年　　月　　日　（外　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


申請書に記載している出店者情報（法人の場合は法人・個人の場合は個人）を記載ください

	出店住所
	　松山市

	申請者住所
	

	氏名
	



※太枠内は申請者が記入したうえで，証明を受けてください






＜申請者記入欄＞








